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第４章    施策の展開 

 

 

基本目標１ 住民誰もが地域の問題に主体的に参加する福祉のまちづくり 

（１）福祉教育の推進 

【現状・課題】 

地域活動の担い手を育成する上で、子どもの頃からの福祉教育や地域でのさまざま

な活動への参加体験を通しての福祉の意識づけが必要です。 

アンケート調査結果では、障がい者に対する差別や偏見が社会にあると感じている

人が約６割います。また、住民が社会福祉への理解を深めたり、助け合いや思いやりの

心を培うための福祉教育の方法として、特に「高齢者や障がい者などの交流の機会を

増やす」「子どもの福祉学習の機会を増やす」「差別や偏見をなくすよう啓発する」の

意見が多くあげられています。 

今後、福祉への関心や理解を高めるために、地域福祉に関する学習の場や体験学習

の機会づくりの充実を図っていくことが必要です。また、福祉センターや公民館を拠

点とし、福祉教育の活動を広げていくことが必要です。 

 

 

【方向性】 

地域での支えあい、助けあいの意識を育むため、子どもの頃からの福祉学習や体験

活動を充実します。また、地域の人々と関わりながら学ぶ、生活に結びつく福祉教育を

行い、おもいやりの心・やさしい心を持つことができる子どもを育成します。 

社会福祉協議会がリーダーシップをとり、地域の優先度の高い課題をテーマとして

住民と一緒に検討し、共有することで、福祉意識の醸成を図ります。 
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地域・住民の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政・社協の取組 
 

① 子ども対象の福祉教育の推進 

施策 内容 担当 

人権教育の推進 

小・中・高校生を対象に学校での福祉教育を実
施します。また、各学校において「ほかほかこ
とば活動」「杉原千畝氏を題材とした劇等の取
り組み」など人権意識を高める人道教育と啓発
活動を福祉教育と併せて推進していくことで、
あらゆる差別や偏見の撤廃をめざし、人権尊重
のまちづくりを進めます。 

教育課 

総務課 

福祉教育の推進 

 

町内の保育園を「福祉協力園」に、小・中・高
等学校を「福祉協力校」に指定し、それぞれの
伝統や特色を生かした福祉教育への取組を支
援します。 

教育課 

社会福祉協議会 

町内小・中学校においてスポーツを通じた障
がい者との交流事業を継続していきます。 

教育課 

 

子どもを対象とした福祉の体験学習や出張講
座の開催、学校への車いすや点字板など福祉
教育に使用する器材の貸出し、講師の紹介な
どを行います。 

教育課 

社会福祉協議会 

学校や地域の中で子どもと異なる世代の住民、
障がい者などが一緒に活動する機会づくりを
行います。 

社会福祉協議会 

町内の小・中・高校生を対象に、認知症サポー
ター養成講座を実施します。認知症の方の人権
について考え学び、サポーターとなることで支
援者としての自覚につながるよう働きかけて
いきます。 

地域包括支援 
センター 

 

 

 

 

  

○ 家庭や地域、学校で、子どものころから福祉のこころを育みましょう。 

○ 福祉に関するイベントや講演会に参加しましょう。 

○ 福祉活動や福祉に関わる講座等に家庭で参加しましょう。 

○ 福祉関連事業所等では、小中学校での福祉体験を積極的に受け入れましょう。 

○ 高齢者、障がい者など様々な人と交流しましょう。 

○ 地域の問題について、みんなで話合う機会をもちましょう。 
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② 大人対象の福祉教育の推進 

施策 内容 担当 

福祉教室、ボランティア 
教室開催 

町と社協が協働しながら、「認知症サポーター
養成講座」「ボランティア教室」を開催します。 

地域包括支援 
センター 

社会福祉協議会 

住民の学習ニーズに応えるため、中央公民館
を拠点として、生涯の各期に応じた各種の教
室・学級等を開催するなど、「生涯学習」を推
進します。 

教育課 

地区懇談会の開催 

 

地域の福祉協力員や民生委員・児童委員、主任
児童委員などとの「懇談会」を開催し、福祉の
情報を提供するなど、地域の福祉活動者に対
する福祉教育を実施します。 

健康福祉課 

社会福祉協議会 

住民同士の助けあいの意識を培い、住民自治
の理念を推進することを目的に、小地域でテ
ーマを決めた地区懇談会を開催し、住民の福
祉意識の高揚につなげます。 

町行事等での福祉 
教育やＰＲ活動の推進 

「社会福祉大会」や「町産業文化祭」など町全
体のイベントの際には、町社協事業や福祉活
動などの啓発を目的としたＰＲ活動の推進に
努めます。また、「福祉講演会」「福祉映画会」
を開催することで福祉精神の育成を図りま
す。 
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（２）地域での交流の促進 

【現状・課題】 

住民が地域での福祉への関心や理解を深めるためには、子どもから高齢者、障がい

者などの交流の機会が重要です。 

アンケート調査結果では、高齢者を対象に各地域で行っている「ふれあいいきいき

サロン」など住民の助け合い活動の満足度は高く、いきいきサロンの認知度は 7 割と

高くなっています。また、多くの人に「ふれあいいきいきサロン」に参加してもらうた

めには、「会場（開催場所）までの送迎がある）」や「毎月定期的に開催されているサ

ロン」「食事付きのサロン」等が望まれています。 

今後も、子どもから高齢者、障がいのある人などすべての人が親しく交流できる機

会づくりを進めていく必要があります。 

 

 

【方向性】 

地域福祉活動への参加を促進するため、地域福祉や地域活動に関する情報の提供を

充実していきます。 

また、地域福祉活動へのきっかけとして、サロンなどの交流の「場」への参加を促進

します。地域の団体を支援し、すべての地区にサロンなどの交流の場が広がるよう働

きかけます。 

 

 

地域・住民の取組 

 

 

 

  

○ ふれあいいきいきサロンや多世代交流の場に積極的に参加しましょう。 

○ 地域のふれあいや交流の機会・場をつくりましょう。 
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行政・社協の取組 
 

① 地域住民による交流活動の促進 

施策 内容 担当 

ふれあいいきいきサロ
ンの推進 

地域住民が主体となって行う「ふれあいいきい
きサロン」や住民による交流活動の促進を図り
ます。 

社会福祉協議会 

サロン活動の活性化につながるよう、開催方法
に関する助言や活動助成金の有効的な活用促
進、貸出備品の整備等を行い活動の支援をしま
す。 

サロン未実施の地区において、講座を開催する
など立ち上げに向けたアプローチを行います。 

多世代交流の推進 
地域の中で多世代の住民が一緒に軽スポーツ
を行ったりゲームを楽しんだりする機会づく
りを行います。 
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（３）住民助けあい活動の推進 

【現状・課題】 

地域での支え合い、助け合いを進めていくうえで、日ごろの近所づきあいや地域活

動への参加などが重要です。 

本町では、配食ボランティアによる見守り活動や小地域活動などを推進しています。

そのなかで、地域での個々の助け合い活動が組織的な活動へつながっていないという

課題もあります。 

アンケート調査結果では、地域での支えあい活動に参加したいと思う人は５割半ば

であり、参加してみたい地域の支えあい活動は「見守り・声かけ」「話し相手」「買い

物」などとなっており、住民の主体的な支え合い活動への参加意向がみられます。 

今後も、だれもが安心して暮らすことができる地域づくりのため、住民同士の交流

を深め、地域住民による支え合い活動を促進することが必要です。 

 

 

【方向性】 

だれもが住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、日ごろから近所づきあ

いの中で声かけや見守り、サロンへの参加などを通じて、何かあったときには助けあ

える地域づくりを進めます。 
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地域・住民の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政・社協の取組 
 

① 地域住民間での地域のニーズの把握と共有 

施策 内容 担当 

地域住民間での地域の 
ニーズの把握と共有 

住民や当事者、サービス利用者等の多様な生活
課題を正しく把握し、町の窓口やホームペー
ジ、各種事業を活用してのアンケート収集な
ど、ニーズの把握に努めます。 

健康福祉課 

社会福祉協議会 

75 歳以上のひとり暮らし高齢者を全件訪問し、
生活状況の把握と福祉ニーズ課題の有無につ
いて調査を実施します。また、地域のいきいき
サロンへ参加するなどして住民の意見聴取に
努めます。 

社会福祉協議会 

各地区を年に２～３回ずつ巡回し実施してい
る「高齢者あんしん相談会（訪問）」において、
独居・高齢者世帯を中心に、ニーズ把握や見守
り活動を行います。 

地域包括支援 
センター 

 

  

○ 日ごろからあいさつや声かけを行い、近所づきあいを行いましょう。 

○ 住民同士で見守りや緊急時の対応をおこなっていきましょう。 

○ 自治会の行事に参加しましょう。 

○ 地域活動に積極的に参加しましょう。 

○ 地区集会所や広場、コミュニティセンターを積極的に活用しましょう。 

○ 自治会等では、地域で集まれる機会を積極的に行いましょう。 

○ 様々な人が交流できる機会を増やしましょう。 

○ 地域での見守り活動や声かけ活動等、地域での助け合いの活動に参加しましょう。 

○地域での見守り活動や声掛け活動等、地域での支え合いを進めます。 
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② 地域での助けあい活動の推進 

施策 内容 担当 

見守り・緊急対応の 
仕組みづくりの推進 

子どもや高齢者など支援を要する人の見守り
や、災害時の緊急対応の仕組みづくりなど、喫
緊の課題対策に重点的に取り組みます。 

防災安全室 

健康福祉課 

社会福祉協議会 

地域における見守り・緊急対応の仕組みを整備
しつつ、主体者となる地域住民の活動を支援し
ます。ゆるやかな見守り活動に参加する「みま
もり隊ボランティア」を募集し、活動を推進し
ます。 

健康福祉課 

教育課 

社会福祉協議会 

民生委員・児童委員によるひとり暮らし高齢者
等の見守り台帳の作成を支援します。また、情
報開示の範囲等、いざという時に台帳が活用で
きるよう適宜内容の更新を行っていきます。 

健康福祉課 

小地域における 

助けあい活動の推進 

近隣住民同士が、高齢者や障がい者、子育て家
庭等がかかえる生活上の課題を地域の福祉課
題として捉え、自治会組織内、あるいは民生委
員・児童委員、主任児童委員、福祉協力員等と
連携して、見守り活動等の生活上のさまざまな
支援活動を展開する小地域活動を推進します。 

健康福祉課 

社会福祉協議会 

日常的に行われている高齢者や障がいのある
方、あるいは子育て家庭等への近隣住民による
私的な支援活動を尊重しつつ、より多くの住民
がこうした活動に参加することができるよう、
地域の一体感を高め、また、地域の活性化につ
ながるよう組織的かつ継続的に展開できるよ
う支援します。地域での支えあいを大事にしな
がら支えあいサポーター活動等の充実を他の
ボランティア団体と連携を行いながら、より幅
の広い支援ができる組織づくりを行います。 

地区懇談会を実施することで、各地域における
助けあい活動のあり方や取り組み方について、
地域住民とともに検討します。 
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③ 住民参加型事業の推進 

施策 内容 担当 

住民主体による住民 
参加型事業の企画・ 
運営への支援の推進 

「協働のまちづくり事業」においては、ハード・
ソフト面を充実させ住民参加型事業を支援し
ています。ほとんどの自治会において「自主防
災組織」ができている現状ですが、組織の活動
状況においては自治会それぞれであり、事情に
応じた運営を推進していきます。 

地域振興課 

防災安全室 

地域住民のふれあいの場、活動の場として、集
会場や公民館等の施設整備の支援を行ってい
ます。 

教育課 

地域振興課 

ふれあい型配食 
サービスの推進 

ボランティアの協力で、弁当の配食の際に利用
者へ声かけをするなどふれあいを図っていく
とともに、利用者の体調や生活の様子などにつ
いて見守りを行います。 

社会福祉協議会 

健康福祉課 

民生委員・児童委員などと連携を図り、地域の
ひとり暮らしの高齢者、高齢者世帯などの中で
サービスを必要とする方の把握に努めます。 

調理・配食を行うボランティア等の高齢化が進
んでいるため、事業の目的や内容を周知するな
どしてボランティアの啓発・確保に努めます。 

障がい者への支援の 
推進 

障がい者の方と住民、ボランティアや福祉関係
者等との交流を支援します。 

また、障がい者の身近な地域での相談役となる
身体・知的障がい者相談員の活動を支援すると
共に、多職種連携会議への参加を呼びかけ、相
談員としてのスキルアップを図ります。 

健康福祉課 

社会福祉協議会 
県が実施する「手話通訳者養成研修事業」、圏
域で実施している「奉仕員養成研修事業」を活
用した手話通訳者や手話奉仕員、要約筆記奉仕
員の養成に努めます。住民への情報提供を複数
の方法で行い、参加を呼びかけます。 
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（４）当事者の組織化推進と活動の支援 

【現状・課題】 

老人クラブ等の当事者の組織においては、加入者の減少や役員の担い手不足が課題

としてあがっています。 

今後も老人クラブ等の活動の周知・啓発を図るとともに、当事者団体活動への支援

が必要です。 

 

 

【方向性】 

地域における生活課題等を地域で解決できるよう、当事者組織の活動を支援します。

また、自主的な地域福祉活動を行っている人たちやこれから活動しようとしている人

たちに対して、活動の情報提供の充実を図ります。 

 

 

地域・住民の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ 地域活動に積極的に参加しましょう。 

○ 地域で一人暮らし高齢者など支援が必要な人を把握しましょう。 

○ 様々な人が交流できる機会を増やしましょう。 

○ 各種団体の取り組みを知り、参加・協力しましょう。 

○ 地区集会所や広場、コミュニティセンターを積極的に活用しましょう。 

○ 地域教育推進事業や交流の機会等にボランティアとして参加しましょう。 
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行政・社協の取組 
 

① 当事者組織化支援の推進 

施策 内容 担当 

老人クラブ活動の 
活性化支援 

「老人クラブ」の一層の啓発を行い、加入率の
向上をめざします。 

社会福祉協議会
健康福祉課 

自主的運営を尊重しつつ、元気で活発的な高
齢者を一つの社会資源としてとらえ、自立的
な活動の重要性を啓発します。会員同士の見
守りを図り、参加の呼びかけ等を行う中で気
になることがあれば情報提供や相談を受け、
支援につなげます。 

介護者のつどいの 
開催と介護者の会の 
組織化支援 

高齢者や障がいのある方を介護される家族な
どを対象に、日常的な介護から開放されリフレ
ッシュできることや当事者同士の情報や意見
交換のできる場として、介護者のつどい（「家
族介護者交流事業」「認知症家族交流事業」）
を開催します。 

社会福祉協議会
地域包括支援 
センター 

ひとり暮らし高齢者の 
訪問事業及び社会参加
活動の推進 

訪問による普段の生活状況の把握、地区で行わ
れるいきいきサロン活動の活性化・参加の働き
かけなどにより孤立化防止につなげます。 

 

 

 

② 当事者団体の活動支援 

施策 内容 担当 

各種団体の活動支援 
老人クラブ連合会、身体障がい者福祉協会、赤
十字奉仕団、民生委員・児童委員協議会の事務
局を置くなど、関係団体の活動を支援します。 

社会福祉協議会
健康福祉課 
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基本目標２ 住民誰もが暮らしの問題を相談できる仕組みづくり 

（１）相談・情報提供体制の確立 

【現状・課題】 

多様化・複雑化している福祉ニーズや生活課題に対応できるよう、各相談窓口相互

のネットワークの強化や情報提供の充実などが求められます。 

本町では、相談体制については、地域包括支援センター、社会福祉協議会、役場窓口、

地区の出張所、子育て支援センター、健康福祉課内の基幹相談支援センター等におい

て、住民の相談機関として対応しています。情報提供については、広報紙・ホームペー

ジ等を活用した情報提供を実施していますが、情報が散在しており、住民が求めてい

る情報にたどりつきにくくなっている現状があります。 

アンケート調査結果では、日常生活の困り事の中での相談相手は、「いる」人が多か

ったですが、複雑な相談内容に対しては、円滑に必要な専門機関へつなげられていな

い場合もあると考えられます。また、福祉に関する情報提供については、十分入手でき

ている人は３割程度となっており、インターネットの活用など、多様な情報提供媒体

のよる情報提供が求められています。 

そのため、支援が必要な人への情報提供の充実や様々な相談機関の周知、円滑に専

門的な相談機関へつながる仕組みづくりが必要です。 

 

 

【方向性】 

子ども、高齢者、障がい者などが、日常生活の中での困りごとや福祉サービスの適切

な利用などに対して、身近な地域の専門的な相談支援を受けられるよう充実を図りま

す。 

また、地域の様々な問題の適切な解決が図られるよう、関係機関等の連携による総

合的な相談支援体制の充実を図ります。 

だれもが安心してサービスが利用できるよう、子育て支援、高齢者福祉、障がい福

祉、健康づくりなどに関する情報の提供体制の充実を推進します。 
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地域・住民の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政・社協の取組 
 

① 相談体制の確立 

施策 内容 担当 

総合相談の体制 
づくりの推進 

どこに相談しても、内容に応じて必要な情報の
提供や福祉サービスの適切な利用につなげて
いきます。また、安心して相談できる窓口をめ
ざします。 

健康福祉課 

社会福祉協議会 

町内には、地域包括支援センターや社会福祉
協議会などの相談機関をはじめ、民生委員・児
童委員や福祉協力員、福祉推進員が配置され
るなど、さまざまな相談支援体制があります。 

必要な時に必要な支援機関へとつなげられる
よう、互いに連携体制をとっていきます。 

複雑多岐にわたる相談に対応することができ
るよう、町と町社協だけでなく、各事業所や関
連機関が協働して相談体制のネットワークづ
くり（地域ケア会議・多職種連携会議等）を進
め、相談支援体制を強化します。 

「無料法律相談」は年６回開催し、毎年 30 名
程度の利用があります。開催日等の周知を行
い、継続して実施します。また、周知の際には
簡単な相談例をあわせて紹介するなどして、相
談することへのハードルを下げます。 社会福祉協議会 

さまざまな事業や講座の都度、窓口で随時相談
を受け付けていることを伝え、必要に応じて専
門的な相談窓口の利用につなげていきます。 

身近な地域での相談体
制の構築 

民生委員・児童委員、主任児童委員と自治会な
ど、小地域福祉活動と連携し、身近な地域で相
談できる体制を構築するとともに、社会福祉協
議会等、専門的な相談先とのネットワークの構
築につなげます。 

健康福祉課 

社会福祉協議会 

 

  

○ 困ったら、まず相談しましょう。 

○ 自分の地域の民生委員・児童委員を確認しましょう。 

○ 身近に困っている人がいたら、積極的に声をかけましょう。 

○ 自ら情報を取得するようにしましょう。 

○ 情報を取得するために、いろいろな手段を活用しましょう。 

○ 地域の人々が顔見知りになり、身近な相談窓口などの情報を教え合いましょう。 
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② 情報提供体制の確立 

施策 内容 担当 

広報紙・ホームページ・ 
ケーブルテレビを活用 
した情報提供体制 
づくりの推進 

町広報紙「広報 やおつ」を発行（年 10 回）
し、住民に町の情報を提供します。お知らせ版
や各種チラシなどの紙媒体に加え、ホームペー
ジやケーブルテレビを活用し、福祉の現状や介
護保険制度など、福祉・保健・医療の情報を提
供します。 

また、広報紙とホームページの情報が連動する
よう、より住民のニーズに沿った、わかりやす
い情報提供を行います。 

健康福祉課 

総務課 

情報通信技術を活用した「すぐメール」の普及
と利用促進を図ります。 

総務課 

防災無線のデジタル化に向けた整備を進める
とともに、ホームページや広報紙を活用した情
報提供体制の確立を図ります。 

防災安全室 

総務課 

住民の暮らしに、より密着した情報提供サービ
スの充実を図るため、健康福祉課から広報行政
係への適切な福祉の情報提供を行います。住民
の「知りたい」気持ちを刺激するような取材や
広報への掲載により、福祉への関心の高まりに
つながるよう努めます。 

健康福祉課 

広報紙「やおつ福祉だより」の発行（年４回）
やケーブルテレビを活用し、必要な福祉の情報
などを繰り返し、提供していきます。ホームペ
ージの充実を図るほか、事務所窓口に福祉サー
ビスの案内や事業のチラシを設置し、情報提供
に努めます。 

社会福祉協議会 
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（２）権利擁護体制の推進 

【現状・課題】 

高齢者・障がいのある人の増加に伴い、成年後見制度の需要が高まることが予想さ

れる中で、本町では、成年後見制度の利用支援などに取り組んでいます。 

今後も、成年後見制度や日常生活自立支援事業の推進のもと、福祉サービス利用者

の権利擁護をより一層充実や虐待防止対策に取り組んでいくことが求められます。 

 

 

【方向性】 

一人ひとりの尊厳が保たれ、その人らしく生きられるよう、虐待防止対策や権利擁

護の充実を図ります。 

成年後見制度の継続した制度の周知や利用促進を働きかけていきます。 

 

 

地域・住民の取組 

 

 

 

 

 

 

  

○ 困ったら、まず相談しましょう。 

○ 日常生活自立支援事業や成年後見制度等の権利擁護に関する理解を深めましょう。 

○ 虐待などの疑いがある問題に気づいたら、専門機関に連絡しましょう。 
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行政・社協の取組 
 

① 権利擁護の仕組みづくりの推進 

施策 内容 担当 

権利擁護体制の推進 

認知症高齢者や知的障がい者など、判断能力が
不十分な方たちが、悪質な事業者等によって、
不利な契約を結ぶことがないよう、個人の尊厳
と利用者の利益を確保するとともに、被害を未
然に防ぐための情報等を提供していきます。 

健康福祉課 

地域振興課 

社会福祉協議会 

可茂圏域では、平成 29 年に「権利擁護支援推
進協議会」が立ち上がっており、権利擁護の推
進が組織的に具体化しつつあります。圏域市町
村と連携し、成年後見制度利用促進につなげま
す。 健康福祉課 

社会福祉協議会 成年後見制度の利用支援として、初期相談対応
や利用の際の費用助成を実施します。 

様々な問題を抱えるケース対しての、相談者の
権利擁護支援スキルをアップさせるため、必要
時にケース検討会議を実施します。 

岐阜県社協等と連携して、認知症高齢者や知的
障がい者などで判断能力が不十分な方に、福祉
サービスの情報提供、利用手続きの援助や代
行、利用料の支払い等の福祉サービスの利用支
援と、それに付随した金銭管理を行う「日常生
活自立支援事業」の周知を図り、利用の促進に
努めます。 

社会福祉協議会 

 

 

 

② 虐待防止の仕組みづくりの推進 

施策 内容 担当 

虐待防止体制の推進 

問題発生時、健康福祉課子育て支援係において
要保護児童ＤＶ防止対策地域連絡協議会を招
集し、虐待への対応を早急に実施します。 

健康福祉課 

社会福祉協議会 
高齢者への虐待の対応としては、早期発見と地
域包括支援センターへの情報伝達がスムーズ
に行われる体制づくりを進めます。また、関係
機関との連携により、事態に適切に対応できる
よう相談支援を進めます。 
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基本目標３ 地域福祉推進のための体制づくり 

（１）地域福祉推進のための人づくり 

【現状・課題】 

地域福祉を推進していくためには、地域活動を担うリーダー等の育成が重要です。 

本町では地域福祉活動を担う人材育成の支援やボランティアに取り組む人の育成支

援に取り組んでいますが、活動のマンネリ化や新しい会員が増えないなどの課題を抱

えています。 

また、ボランティアセンターの認知度は低く、住民にあまり活用されていない状況

があります。住民からは、「ボランティアセンター活動に関する啓発活動」や「活動の

参加希望者と支援を求める人の結びつけ」「団体・施設などの情報把握・発信」などの

充実が求められています。 

ボランティア活動の参加している人は１割半ばであり、今後のボランティア活動の

参加意向には３割程度となっており、潜在的なボランティア活動参加へのニーズは高

い現状があります。そのような意向を具体的な活動へつなげる研修等を行い、意識の

向上や福祉課題を解決する担い手につながるよう支援や取組を進めていくことが必要

です。 

さらに、子どもたちについては、産業文化祭・地区運動会・夢おこし・青少年育成な

どにおいて、ボランティアで子どもたちが参加していますが、子どもたちが自分たち

で考え自発的に考え、取り組めるような働きかけを行っていく必要があります。 

 

 

【方向性】 

各種講座等を通じて、地域福祉活動の担い手を育成していきます。子どもたちにつ

いては、自分たちで考える場や機会を提供し、子どもの自発性を促がす取組を推進し

ます。 

また、社会福祉協議会が中心となり、ボランティア活動に関する情報発信や支援を

行うとともに、支援を必要とする人と支援する人のニーズをコーディネートする機能

の強化や団体間のネットワークづくりのための交流機会や講習等、活動の活性化につ

ながるよう支援します。そうした取組が、NPOや住民主動の活動へと繋がる可能性も

あるため、地道な継続的活動をすすめていきます。 
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地域・住民の取組 

 

 

 

 

 

 

 

行政・社協の取組 
 

① 地域福祉を担う人材の育成支援 

施策 内容 担当 

民生委員・児童委員、 

主任児童委員の養成と 

研修強化 

民生委員・児童委員、主任児童委員は、地域
に根ざした福祉活動の中心的存在です。毎月
の協議会やワークショップ等により連携を
深め、一層の資質の向上に努めます。 

健康福祉課 

民生委員・児童委員、主任児童委員、福祉協
力員や福祉推進員の方々は、小地域におけ
る福祉課題の発見、住民による助けあい活
動のリーダーとしての役割が期待されま
す。各役職の役割を認識し、協力体制を図り
ながら、福祉活動の強化につなげます。 

健康福祉課 

社会福祉協議会 

身体障がい者相談員、 
知的障がい者相談員の 
養成と研修強化 

身体障がい者相談員、知的障がい者相談員
は、町が委嘱しています。民生委員・児童委
員、主任児童委員らと連携して、地域の福祉
課題の発見とその解決に向けた取組を推進
するリーダーとして活躍できるよう、他職種
連携会議等、研修に努めます。 

健康福祉課 

福祉協力員、 
福祉推進員の養成と 
研修強化 

福祉協力員、福祉推進員は、町社協が委嘱し
ています。民生委員・児童委員、主任児童委
員らと連携して、地域の福祉課題の発見とそ
の解決に向けた取組を推進する役割を研修
会等により浸透させ、福祉意識の向上を図り
ます。 

社会福祉協議会 

地域リーダーの育成 
自治会や老人クラブなど、地域の活動組織を
支援するとともに、そのリーダーの養成に努
めます。 

総務課 

健康福祉課 

社会福祉協議会 

   

○ ボランティア講座などに積極的に参加しましょう。 

○ ボランティア活動に積極的に参加しましょう。 

○ 子どもの自発性を促がす取り組みを地域の中に広げていきましょう。 

○ ボランティア活動についての情報収集をしましょう。 
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施策 内容 担当 

青少年育成を通じた 
早期からの地域活動 
への参加の促進 

地域活動やボランティア活動等への参画機会
の充実を図り、青少年の地域社会への参加を促
進します。 

社会福祉協議会
教育課 

各学校単位で独自に進められている福祉協力
校事業を町全体でのまちづくりに発展させて
いくための支援や県立八百津高等学校との連
携を推進します。 

各学校の取組について情報交換をそれぞれの
独自性を踏まえた、地域社会との連携を進めて
いきます。 

「未来トーク」（子ども視点のまちづくり意見
交換会）を充実させ、子供の自発性（自分たち
で考える場）を促す取組をすすめます。 

教育課 

 

 

 

② ボランティアに取り組む人の育成支援の推進 

施策 内容 担当 

ボランティアに 
取り組む人の育成 
支援の推進 

広報紙や講演会等で各種ボランティア団体の
活動状況、要支援団体等の情報提供に努めると
ともに、ボランティアの募集や、ボランティア
参加のきっかけづくりなどの啓発活動に取り
組みます。 

社会福祉協議会 
地域内の支え合いなど、これからより多くの担
い手が必要となる活動について、活動を前提と
した講座を開催し、人材の育成を行います。 

関係機関や町内の企業への呼びかけ、連携など
を行い、新たな活動者の発掘を行います。 
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③ ボランティア活動への支援の推進 

施策 内容 担当 

ボランティア活動への 
支援の推進 

地域で行われるボランティアを援助し、活動を
より活発なものにするため社協へ登録したボ
ランティア団体に対し、活動費の助成を行いま
す。また、社協にボランティア登録すれば保険
料が助成されることを住民に周知します。 

社会福祉協議会 

ボランティア保険の内容の周知と活用促進を
図り、ボランティア保険料の助成や活動機材等
を貸し出すなど、ボランティア活動を支援しま
す。 

ボランティア連絡会を開催し、各ボランティア
団体の連携や情報交換などを行うことや、ボラ
ンティア団体に対し、活動メニューの提案や活
動情報を提供するなど、ボランティア参加者が
無理なく継続して活動に取り組むことができ
る方法等について提案していきます。 

町内のボランティアと他市町村のボランティ
アとが交流する機会づくりを行い、工夫した取
組などについて学ぶと共にボランティアへの
モチベーションを高めることで活動の活性化
を図ります。 

ボランティア 
コーディネート機能の 
強化 

「ボランティアセンター」のボランティアコー
ディネーターが、各種ボランティア団体の活動
状況、要支援団体等の情報把握・発信に努め、
活動希望者や要支援者からの相談対応や、活動
希望者と要支援者を結び付けるコーディネー
ト機能の強化に努めます。 

活動団体の運営支援、買い物・通院・散歩など
の外出支援、家屋の簡単な修繕など地域で求め
られている支援・活動等を適切に把握し、これ
らさまざまなニーズに対応するために、具体的
な活動を前提としたボランティアの養成に努
めます。 

 

 

 

④ ＮＰＯ法人設立に向けた支援や運営支援の推進 

施策 内容 担当 

ＮＰＯ法人設立に 
向けた支援や運営 

支援の推進 

ＮＰＯ法人格取得に向けた相談窓口を設置し、
ＮＰＯ法人設立に向けた支援を行います。 

地域振興課 

町内２つのＮＰＯ法人の活動は、高齢者・障が
い者支援の分野において重要な役割を果たし
ています。連携や協議の場を設け、協働体制を
整備します。 

健康福祉課 

社会福祉協議会 
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（２）八百津町社会福祉協議会の強化 

【現状・課題】 

社会福祉協議会は地域福祉の推進主体として、地域福祉活動への住民参加の促進や、

行政と連携し、関係機関との調整や協力関係を作る役割などを担っています。 

八百津町社会福祉協議会の認知度をみると、活動内容等全く知らない人は１割程度

となっています。今後充実してほしいこととして、「高齢者への支援やサービスの提

供」が最も多く、「身近な福祉の相談窓口の充実」「住民の助け合い活動への支援」「福

祉に関する情報発信」などとなっており、その期待が大きいことがわかります。 

引き続き、住民への社会福祉協議会の活動の周知を図るとともに、住民の自発的な

活動の支援やボランティア・福祉人材の育成を行い、また、各団体や事業者などのネッ

トワーク化、福祉教育の推進のほか、地域の課題解決に向けた事業の実施など、様々な

取組を行うことが求められます。 

 

 

【方向性】 

地域住民への社会福祉協議会活動の周知を図るとともに、多様化、複雑化する福祉

サービスに対応するため、新しい福祉サービスの開発・実施に努め、社会福祉協議会活

動の新たな事業展開を図っていきます。 

 

 

 

地域・住民の取組 

 

 

 

 

 

  

○ 八百津町社会福祉協議会の行事に参加してみましょう。 

○ 「社協だより」を見て、社協の活動を知りましょう。 

○ 八百津町社会福祉協議会の実施するボランティア講座に参加しましょう。 
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行政・社協の取組 
 

① 町社協の認知度向上 

施策 内容 担当 

町社協の認知度向上 

「社会福祉大会」や「福祉講演会」「福祉映画
会」など、住民が参加できる行事を開催し、認
知度向上につなげます。 

社会福祉協議会 

職員として視野を広げ、見識を深めるために、
町社協事業や福祉教育などを実施する際には
積極的に地域住民との交流を図り、より住民
に寄り添った団体としてＰＲを行い、町社協
の認知度向上につなげます。 

広く住民に町社協の活動を周知するため、社協
のパンフレットを作成します。また、広報紙「や
おつ福祉だより」を発行し、認知度向上につな
げます。若年層や福祉への関心が低い人にもア
ピールできるような紙面づくりをすすめます。 

経営理念や事業方針、活動等の情報をわかりや
すく、繰り返し提供することで、認知度向上に
努めます。 

 

 

 

② 社会的弱者への支援 

施策 内容 担当 

社会的弱者への支援 

他機関からの借り入れが困難な低所得世帯等
に対し、世帯の経済的自立を目的として民生委
員・児童委員と連携しながら県社協による生活
福祉資金の貸付けと必要な援助・指導を行いま
す。 

社会福祉協議会 

他の援助を受けるまでの間、一時的に生活費等
を必要とする方に対して他のサービス・制度の
利用も含め、課題解決へ最適な方法を関係機関
と連携しながら生活一時資金を貸し付けます。 

認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等
のうち判断能力が不十分な方が地域において
自立した生活が送れるよう、利用者との契約に
基づき、福祉サービスの利用援助等をおこなう
日常生活自立支援事業を関係機関と連携を図
りながら行います。 
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③ 自主財源の確保 

施策 内容 担当 

自主財源の確保 

質が高く、利用者の満足度の高い介護サービス
の提供に努めると共に、業務の効率化を図り、
自主財源の確保を行います。 

社会福祉協議会 

地域における福祉活動の周知を行い、社協活動
への参加意識を高めながら住民や町内の企業
などに対して会員の募集を行います。また、取
引のある町外の法人に対しても積極的に会員
募集を行います。 

「赤い羽根共同募金」運動の意義や目的などの
ＰＲに努め、住民をはじめ、法人や職域・団体
などの募金運動を推進し、事業財源の確保に努
めます。 

福祉だよりに掲載する有料広告の募集につい
て検討します。 

 

 

 

④ 町社協組織の基盤強化 

施策 内容 担当 

町社協組織の基盤強化 

広い見識と高い経営能力、地域福祉推進の強い
意志のある役員による理事会、評議員会を開催
することで、町社協事業の方針を年度ごとに検
討します。 

社会福祉協議会 

各種研修や他市町村社協との連絡協議会、勉強
会や講演会に積極的に参加し、職員の専門性な
ど資質向上に努めます。また、専門資格の取得
など自己啓発に努めます。 

地域福祉を推進するため積極的に地域へ出向
き、住民参加による福祉活動を進める地域福祉
部門の強化を図ります。 

町委託事業への取組にあたり、すべての住民に
良質なサービスを提供する安心できる事業者
として認識され、また、サービス利用者にとっ
ては、満足の得られるサービスを提供してくれ
る事業者として信頼されるよう、職員１人ひと
りの専門性や資質向上に努めます。 
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（３）福祉サービスの充実及び質の向上 

【現状・課題】 

高齢者、障がいのある人、子ども、生活困窮者等、地域で支援を必要としている人の

抱える課題は多岐にわたっています。 

アンケート調査では、福祉サービスの利用に関して、不都合に感じたり、不満だった

ことがある割合は１割となっており、その理由として「利用手続きが煩雑だった」「ど

こに申し込めばよいのかわからなかった」「福祉サービスに関する情報が入手しづら

かった」などの意見があがっています。 

今後、だれもが安心して地域で暮らせるよう、福祉サービスの周知をはかるととも

に、支援を必要とする人が必要なサービスを受けることができるよう、きめ細かなサ

ービスの提供・充実が求められます。 

 

 

【方向性】 

福祉による支援を必要とする人が、適切な福祉サービスを選択・利用でき、相談を受

けた人が適切な窓口へとつなげることができるよう、相談者が必要な情報を素早く提

供し、見通しを持った相談となるように努めます。また、サービス提供事業者に対する

評価、指導、苦情に対する対応等を通じて、福祉サービスの質の向上に努めます。 

サービス提供の担い手として住民参加などによるサービス提供体制を構築していけ

るよう、関係機関で方向性の共有を図ります。 
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地域・住民の取組 

 

 

 

 

 

 

 

行政・社協の取組 
 

① 行政・事業者の情報・意見交換の仕組みづくりの促進 

施策 内容 担当 

福祉サービス事業所の 
第三者評価制度導入へ
の支援 

岐阜県で取り組んでいる第三者評価制度につ
いて、町内の福祉サービス事業所への導入を
支援します。 健康福祉課 

岐阜県と連携して町内の福祉サービス事業所
の評価結果等の公開に努めます。 

 

 

② 多様なサービスの充実 

施策 内容 担当 

地域に開かれた福祉 
サービス事業所 
づくりの促進 

福祉サービス事業所のもつ高い専門性を地域
の資源として活用できるよう、地域、福祉サー
ビス事業所との協議の場を設け、福祉サービス
事業所の専門性の活用方法をともに検討しま
す。 

健康福祉課 

新たなサービスの担い
手づくり 

今後、より必要性が高まってくる高齢者介護に
携わる人材を養成するため介護職員初任者研
修の開催を検討します。 

社会福祉協議会 

  

○ 自分にあった福祉サービスを選択し、自分らしく暮らしましょう。 

○ 福祉サービスに関する情報を確認しましょう。 

○ 福祉サービスの担い手として活動へ参加しましょう。 

○ 福祉サービス利用者のニーズについて、サービス事業所や町等への連絡をしましょう。 
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（４）役場庁内の連携促進 

【現状・課題】 

地域福祉の課題は、多岐にわたるため、町として市民の福祉向上に責任を負う主体

として、様々な施策を効率的・効果的、かつ総合的に推進し、公的な福祉サービスを適

切に実施する役割を担います。 

そのため、庁内の関係各課が連携強化を図り、地域の課題を「我が事」として捉えら

れるような地域づくりの取組、様々な相談の場の整備、相談機能の協働・ネットワーク

体制づくりなど、包括的な支援体制を主体的に整備していく必要があります。 

 

 

【方向性】 

住民の様々な地域課題に対し、庁内の関係各課の情報を共有し、対応等について連

携強化を図ります。 

 

 

行政・社協の取組 
 

① 役場庁内の連携促進 

施策 内容 担当 

地域ケア会議の開催 
要支援者の個別課題の解決に向けて、保健・福
祉・医療・介護等の専門職や関係機関など、多
職種の協働による地域ケア会議を開催します。 

地域包括支援 

センター 

生活困窮者に対する包
括的支援体制の強化 

生活困窮者支援に携わる多数かつ他分野にわ
たる関係者間において、県と連携体制をとりな
がら、問題が深刻化し解決が困難な状態となる
前に支援につなげます。 

健康福祉課 
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基本目標４ 住民誰もが安心して暮らせる環境づくり 

（１）外出・移動、居住支援の充実 

【現状・課題】 

高齢者等が増加しているなかで、外出等の移動手段の確保は重要となります。  

本町では、コミュニティーバス等の各種公共交通機関の運用を図っていますが、利

用者の減少に伴い、事業縮小などの課題も出てきています。 

 今後も、移動が困難な人のための公共交通や福祉交通など移送支援策の充実が必要

です。 

また、身近な地域で安心して暮らしていける住まいの確保や居場所づくりの充実が

必要です。 

 

 

【方向性】 

移動が困難な人のための公共交通や福祉交通の充実、移動しやすい歩道や子ども連

れや高齢者等に配慮した施設の整備など、誰もが利用しやすいまちの整備を進めます。 

また、身近な地域で安心して暮らしていける住まいの確保を行います。 

 

 

地域・住民の取組 

 

 

 

  

○ 運転ボランティアなど、空き時間を活用したボランティアに取り組みましょう。 

○ 障がい者等用駐車スペースを正しく利用しましょう。 

 



 
28 

 

 

行政・社協の取組 
 

施策 内容 担当 

公共交通機関の確保 

平成 31 年の公共交通網計画の策定に伴い、平
成 30 年度は地区懇談会・事業者ヒアリング・
アンケート調査等を実施し、関係機関での住民
の交通手段のあり方についての検討を重ねて
いきます。 

地域振興課 

新たな移動手段の確立 

町の公共交通網の見直しに伴い、住民による
地域助けあい活動のひとつとして移動支援サ
ービスについても検討します。いきいきサロ
ン活動において、ボランティアでの移送つい
て推進します。 

健康福祉課 

社会福祉協議会 
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（２）災害時や緊急時の支援体制の充実 

【現状・課題】 

地震や台風などの自然災害の発生による被害拡大が懸念されるなかで、誰もが安全

に安心して暮らせる地域づくりが重要です。 

本町では、地域での自主防災組織活動や社会福祉協議会との連携による災害ボラン

ティアの育成・確保、災害ボランティアコーディネーターの育成などに努めています。

一方、自主防災組織について、防災知識を熟知した人材や支援者が不足が指摘されて

います。 

アンケート調査結果では、誰もが住み慣れた地域の中で安心して暮らすためには「災

害時の避難誘導・助け合い」が必要と考える人が５割と高くなっています。また、大地

震などの災害への必要な備えとして「隣近所での住民同士の日頃のつながりと助け合

い」が重要とする割合が６割と高くなっています。 

今後、防災訓練など、地域での防災活動を周知するとともに、高齢者や障がいのある

人、若者など、地域で暮らすより多くの地域住民の参加を促進し、安心して生活のでき

る地域づくりが必要であるとともに、災害発生時や避難所などでの支援体制の充実が

必要です。 

 

 

【方向性】 

災害時や緊急時においては、自助、共助による地域住民相互の支え合い・助け合いが

重要であり、防災への意識を高めるとともに、地域での自主防災体制の強化を図りま

す。また、自治会、防災会と連携し、防災リーダーの育成をすすめます。 

また、災害時における要援護者への対応を迅速に行うため、災害時要援護者支援者

台帳のより一層の整備を行うとともに、緊急時における支援体制の強化を図ります。 
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地域・住民の取組 

 

 

 

 

 

 

 

行政・社協の取組 
 

施策 内容 担当 

防災体制づくりの推進 

地域の防災拠点である詰め所の耐震補強工事
を毎年実施している。地震防災マップの全戸配
布など、大規模地震に対する防災体制の整備や
消防施設の充実を図ります。 

防災安全室 

住民の防災意識向上のため、自主防災組織の
活動を推進し、地域住民相互による迅速な救
援活動を行うことができるよう小地域ごとの
救援体制の確立を支援します。 

防災安全室 

災害ボランティアの育成を通じ、住民の防災・
減災の意識を高め災害に強い町づくりにつな
げます。 

社会福祉協議会 

災害時ボランティアに
取り組む人の育成・活動
支援の推進 

防災リーダー養成講座を開催し、防災リーダー
を育成します。特に若い年齢層のリーダー育成
に取り組んでおり、八百津町在住の高校生リー
ダー育成に力を入れているところです。 

また、自主防災組織の中から防災リーダ-養成
講座に参加してもらえるよう働きかけを継続
していきます。 

防災安全室 

災害ボランティア登録者の中から、災害時に災
害ボランティアセンターの運営に協力できる
方を複数地区でピックアップし、確保します。 

社会福祉協議会 「災害ボランティア研修会」や講演会を開催
し、災害時におけるボランティアの必要性や活
動について広く周知することで、災害ボランテ
ィア登録者の増員を図っていきます。 

避難行動要支援者の支
援 

障がい者や高齢者など、災害時に地域の援護が
必要な方に対し、災害時要援護者台帳への登録
を促進し、同意を得た上で関係機関と情報を共
有していきます。 

健康福祉課 

防災安全室 

社会福祉協議会 
また、災害時における要援護者の状況に応じた
避難支援体制を構築します。 

  

○ 地域の防災訓練へ積極的に参加しましょう。 

○ 災害時要援護者、支援者台帳に要援護者、支援者として積極的に登録しましょう。 

○ 近所の人の顔が分かり合える地域づくりをしましょう。 

○ 地域での自主防災活動を支援します。 
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（３）防犯活動の推進 

【現状・課題】 

近年、高齢者などを対象とした詐欺や悪徳商法などの犯罪や、子どもや障がいのあ

る人を取り巻く事件なども発生しています。 

本町では、広報等を通じて架空請求詐欺についての注意喚起などの啓発活動の実施

や児童の登下校の見守りなどに取り組んでいます。 

今後も、住民の防犯意識を高め、地域住民同士の助け合いや、地域の防犯体制を強化

していくことが必要です。 

 

 

【方向性】 

高齢者や障がいのある人等が犯罪の被害にあわないよう、地域での見守り体制の強

化や防犯情報の共有化を図り、地域・学校・家庭等の連携による地域ぐるみの防犯活動

を推進します。 

 

 

地域・住民の取組 

 

 

 

 

 

 

  

○ 日ごろから防犯意識を高めましょう。 

○ 向こう三軒両隣のつきあいを大切にしましょう。 

○ ウォーキングをする際は、パトロールを兼ねて散策しましょう。 
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行政・社協の取組 
 

施策 内容 担当 

防犯体制づくりの推進 

警察など関係機関と連携を図りながら、犯罪に
関する情報とその防止についての情報を提供
し、住民の防犯に対する意識の高揚を図り、犯
罪被害の防止につなげます。また、地域振興課
では消費生活相談窓口を設置しており、必要時
に迅速に対応していきます。 

防災安全室 

地域振興課 

各種講座や講演会、町のイベント、地域で開催
されるいきいきサロンの場などを利用して、
防犯に関する情報を提供していくことで、住
民の防犯に対する意識の高揚を図り、犯罪被
害の防止に努めます。 防災安全室 

社会福祉協議会 防犯パトロール等、地域住民や関係団体の協力
を得ながら、地域の防犯活動を実施します。ゆ
るやかな見守り活動として、みまもり隊ボラン
ティアを募集し、地域の見守り体制づくりの取
組を行います。 
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（４）生活に困難を抱える人への支援 

【現状・課題】 

高齢者、障がいのある人、子ども、生活困窮者等、地域で支援を必要としている人の

抱える課題は多岐にわたっています。 

だれもが安心して地域で暮らせるよう、きめ細かなサービスの提供や充実とともに、

地域での助け合い、支え合いが重要です。 

 

【方向性】 

地域のふれあい・支え合い体制を維持しながら、高齢者や障がいのある方、生活困窮

者、ひとり親家庭など様々な支援を必要とする要配慮者に対して、さまざまな専門機

関等との連携を推進し、地域を見守る関係者等とのネットワークを充実させ、適切な

対応を行っていきます。 

 

地域・住民の取組 

 

 

 

 

 

 

行政の取組 
 

①  生活に困難を抱える人への支援体制の構築 

施策 内容 担当 

生活困窮者自立支援制
度の促進 

生活困窮者の生活課題の解決に向けて、本人の
状況に応じた支援を生活支援・相談センターと
連携を図りながら行います。 

健康福祉課 

社会福祉協議会 

自殺対策の推進 

自殺や自殺に関する正しい知識を普及啓発し、
「ゲートキーパー」などの役割を担う人材を育
成するとともに、地域で自殺対策に取り組む
人・団体等の活動を支援します。 

健康福祉課 

再犯防止等の地域づく
りの推進 

犯罪や非行をした者が、地域で安心して暮らせ
るよう、社会復帰後も途切れることなくその人
の特性に応じた指導や支援を受けることがで
きるよう、関係機関等と連携します。 

健康福祉課 

  

○ 地域で支援を必要としている人への声掛け、見守りを行いましょう。 

○ 地域で支援を必要としている人を民生委員など適切な相談者などへつなげましょう。 

○ 地域で支援を必要としている人に、地域での情報提供や相談支援を充実します。 

○ 地域で支援を必要としている人に、きめ細かなサービスを提供します。 
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成果目標 

 

項目 現状値 
目標値 

2023 年度 
（平成 35 年度） 

ふれあいいきいきサロンの実施率 79.5％ 96.0％ 

地域見守り協定事業所数 34 40 

見守りボランティア登録者数 86 人 200 人 

ボランティア登録団体数 24 団体 27 団体 

ボランティア活動に参加している人の割合 15.6％ 17.3％ 

福祉に関する情報について＜入ってくる＞と回
答した人の割合 

30.4％ 50％ 

地域ケア会議の開催数（地域包括支援センター） 4 12 

成年後見制度利用支援件数 6 10 

福祉サービス全体の質の向上に＜満足＞（「満足」
と「やや満足」の合計）と回答した人の割合 

57.8％ 70.0％ 

住んでいる地域の住みやすさについて＜住みや
すい＞（「どちらかといえば住みやすい」と「住
みやすい」の合計）と回答した人の割合 

60.7％ 70.0％ 

 

 


